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CDP2022から視た

⽇本の⾦融機関のベンチマーク
CDPキャピタルマーケッツ公開ウェビナー

※本イベントは録画されており、後⽇CDPウェブサイトにて公開予定です。
※本イベントの無断録画・録⾳・掲載は禁⽌しております。





イントロダクション
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CDPは2000年に英国で設⽴された国際的な環境NGOであり、「⼈々と地球に
とって、健全で豊かな経済を保つ」ことを⽬的に活動しています。
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CDPとは

CDP Capital Markets | @CDP

その⽬的の達成に向けて、CDPは投資家、企業、⾃治体に対して働きかけ、それぞ
れの環境インパクトに関する情報開⽰を促しています。

CDPの情報開⽰システムは環境報告のグローバルスタンダードとなっており、企
業や⾃治体の環境インパクトに関する世界最⼤のデータセットを保有しています。

世界中の投資家、購買企業、政策決定者は、CDPに集められた情報を活⽤し、
データに基づいた意思決定を⾏っています。
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CDPとは

CDP Capital Markets | @CDP

投資家 & 企業
サプライヤー
を含む企業CDPを通じて環境情報開⽰を要請

環境パフォーマンスの向上のため
インパクトを測定

• 環境に関する質問書を作成
• 情報開⽰プラットフォームを提供
• 質問書への回答を基にスコアリング

（評価）・分析を実施

要請元（要請をする） 要請対象（要請を受ける）

• CDPデータをビジネス
の意思決定や取引企業
とのエンゲージメント
に活⽤

• CDPへの回答で複数の投資家・
顧客企業への情報開⽰が完了

• 情報開⽰を通じ、企業競争⼒を
強化

• 回答作業を通じて、⾃社の直⾯
する環境リスク・機会やベスト
プラクティスへの理解を深める



6

CDPとは

CDP Capital Markets | @CDP

18,636

3,908

1,042

2022年、
18700社以上が
CDP質問書に回答



{ CDPが促進してきた環境情報開⽰に関連して、⾦融庁は「企業内容等の開⽰に関する内閣府令」の改正案
を公表し、⽇本企業のサステナビリティ情報の開⽰拡充に向けて、有価証券報告書でのサステナビリティ

開⽰の法定化の検討が進んでいます。

{ ⽶国証券取引委員会（SEC）は、CDPが2018年から質問書に取り⼊れているTCFD提⾔に概ね基づいて気
候変動開⽰規則を提案しています。

{ CDPは、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）がまもなく発表予定の気候変動開⽰基準を取り⼊れ、
強く期待されているグローバル基準の採⽤を促進することを発表しました。

{ ホワイトハウスは、主要な連邦政府の請負業者に対して、CDPを通じた環境インパクトの開⽰と、野⼼的
な科学に基づく⽬標を設定を義務付ける規則を提案しました。
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CDPとサステナビリティ情報開⽰の拡がり



依頼

銀⾏ & 投資家

企業はTCFD（リスク、機会、戦略など）に沿っ
た環境データを提供する。

企業

⾦融機関（銀⾏・投資家）とCDP
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開⽰要請

CDPは、情報開⽰結果、データ、分析を
銀⾏・投資家に還元する。

銀⾏や投資家は、投資判断やエンゲージメントに関して⼗分な情報を求め、
CDP質問書への回答データや分析レポート等を活⽤し、⾏動を促進する。

CDP Capital Markets | @CDP

CDP キャピタルマーケッツ CDP ⾦融サービスセクター向け質問書
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報告 & 検証
TCFD準拠の⾦融サービスセクター向け質問書

Reporter Services 

CDPデータセット
PCAF
GFANZ
Investor Agenda ICAPs
CDP  & ACT スコア

ポートフォリオ・アラインメント
& 移⾏計画

⽬標設定
⾦融SBT

データ & 
エンゲージメント

CDPキャピタルマーケッツ 署名投資家
バンクプログラム / サプライチェーンプログラム

ノンディスクロージャーキャンペーン(NDC)
SBT協働エンゲージメント

Say on Climateキャンペーン
キャパシティビルディング

CDP Capital Markets | @CDP

⾦融機関の取り組み
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⾦融機関の取り組み

データ & エンゲージメント

CDPの活動に賛同する⾦融機関は、2022年には700
を超え、その資産規模は140兆⽶ドルにまで及ぶ。
⽇本でも、現在、29の⾦融機関がCDP署名機関とし
てデータの活⽤・エンゲージメントを進める。

⽬標設定

2022年末までに⾦融SBTの認定を受けた⾦融機関は
世界で47機関（アジアでも韓国・台湾の11機関）。
およそ160の⾦融機関が⾦融SBT設定にコミットメン
トを表明済み。

報告 & 検証

2022年のCDP⾦融サービスセクター向け質問書で、
環境情報開⽰を⾏なった⾦融機関は世界で566機関。
⽇本でも、66の⾦融機関がCDP質問書を通して取り
組み状況を報告。

ポートフォリオ･アラインメント & 移⾏計画

7つのネットゼロを⽬指す⾦融機関によるアライアン
スで構成されるGFANZは、2022年11⽉に⾦融機関
のネットゼロ移⾏計画に関する最終報告書を発表。



CDP2022 ⾦融サービスセクター向け質問書
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CDPの開⽰サイクル

回答締切
（スコアリング対象）

開⽰プラット
フォームの開設

スコアリング
基準の公開

ワークショップ
やウェビナーで
の開⽰⽀援

企業への
公式な開⽰要請

2022年質問書と
レポーティング
ガイダンス資料
の公開

Jan Feb Mar Apr May Jun Jul

2022年のタイムライン



13

気候変動 - フォレスト - ⽔ のネクサス

熱帯林は、2030年までに
必要な緩和の23%を担うこ
とができる。

気温上昇や気象パターンの
変化による⼲ばつは森林⽕
災のリスクを⾼める

世界の淡⽔の75%は森林に
依存している

気温上昇や気象パターン
の変化は、⽔の⼊⼿可能
性へのストレスを⾼める

⽔は、緩和・適応戦略にお
いて不可⽋な要素である



ビジョン：あらゆる気候関連および⾃然関連の⾦融のインパクトを網羅する⾦融サービスセク
ター向けの報告フレームワークをつくる。

2020年スタート

•FS質問書が開始

•気候変動にフォーカス

2020年

•森林関連の指標に関するパ
イロット版

•東南アジアを主に対象

2021年

•森林関連の指標に関するパイ
ロット版が継続

•⽔関連の指標開発にも着⼿

2022年より

•気候変動・森林・⽔セ
キュリティの指標の統合

14 *FS: Financial Services

FSセクター向け質問書の歩み



排出量データリスクと機会
について ⽬標と実績事業戦略につ

いて
エミッション
メソドロジー

排出量の内訳

その他の⼟地
管理の影響
(AC/FB/PFのみ)

ポートフォリ
オの影響につ
いて
(FSのみ)

⽣物多様性 サインオフ

C3*C2* C4* C5 C6*

C7* C12*

C13 C14 C15 C16

15

エンゲージメ
ントエネルギー

C8*

ガバナンス

C1

C9*

追加指標

C10

検証

C11

カーボンプラ
イシング

はじめに

C0

サプライチェ
ーン

SC

森林と⽔セ
キュリティ
(FSのみ)

FW-FS

*はセクター固有の設問ありセクター別
モジュール

共通
モジュール

気候変動質問書の構成



2022年 FS質問書
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168

135

⾦融セクター向け気候変動質問書にあるすべての質問

33
33が森林・⽔セキュリティに関する質問で、135が気候変動に関する質問

10233
66が⾦融セクター固有の質問（内33は森林・⽔セキュリティのもの）で、

102が他のセクターにも共通する質問

※回答ルートによって対象となる質問が変わり、全ての質問に回答する必要はない。

33
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2022年 FS質問書 ポイント

{森林・⽔セキュリティのモジュールの追加
2022年はFSのみ導⼊(⽣物多様性に関しては全てのセクターに導⼊)

{除外⽅針
SBTiやRE100に準拠

{炭素関連資産
炭素関連資産への融資・保険について透明性を⾼める質問

{ ポートフォリオ⽬標
気候関連のポートフォリオ⽬標に関する質問、⾦融SBTに準拠

{ コベナンツ
銀⾏に対し融資契約でのコベナンツに関する質問

{ ネットゼロへの移⾏
GFANZでのネットゼロコミットメントを追跡する質問

{ 議決権⾏使
気候関連の問題に対する議決権⾏使に関する質問、Say on Climateに準拠



⾦融サービスセクターの評価ウェイト

棒グラフは、CDP2022気候変動質問書の「⾦融サービスセクター」「⼀般セクター」それぞれの、マネジメントレベルおよびリーダーシップレベルの
各採点カテゴリーで適⽤されるウェイト割合を⽰しています。18

100%開⽰
気候関連の追加指標（検証 含）

事業戦略・財務計画・シナリオ分析

カーボンプライシング

コミュニケーション
排出削減活動・低炭素商品

エネルギー

ガバナンス
機会の開⽰

公共政策へのエンゲージメント

ポートフォリオの影響
リスク開⽰

リスク管理プロセス
スコープ1&2排出量（検証 含）

スコープ3排出量（検証 含）
最終承認

⽬標

バリューチェーンでのエンゲージメント

⾦融サービスセクター - Management
⾦融サービスセクター - Leadership
⼀般セクター - Management
⼀般セクター - Leadership



CDP2022 ⾦融サービスセクター質問書 ⽇本概要報告
回答状況 / ガバナンス / 戦略 / リスク管理 / 指標と⽬標

19
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CDP2022 ⾦融サービスセクター向け質問書
CDP2022の成果

開⽰要請を受けた⾦融機関の増加

開⽰する⾦融機関の増加 556機関
（時価総額8兆⽶ドル以上、世界52カ国）

CDP Capital Markets | @CDP
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2021 2022

CDPに開⽰する⾦融機関の数

Requested Submitted

開⽰数は37％増加

地域別 FS質問書回答数
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CDP2022 FS質問書 グローバルでのインサイト

CDP Capital Markets | @CDP

⾦融機関

ポートフォリオのフレームワーク
- 47% (242/516) の⾦融機関で、クラ

イアント・投資先会社の要件と除外⽅針
を含む、ポートフォリオの活動に関する
ポリシーフレームワークを持っていた。

⽬標の野⼼度
- 62/159の⾦融機関は、ポートフォリオ

⽬標は科学に基づくものと主張した。
- 22/159の⾦融機関で、SBTiによる認定
済み、またはレビュー段階であった。

ポートフォリオのリスク評価
- 80% (413/556) の⾦融機関が、気候関連

のリスク・機会について、ポートフォリオの
エクスポージャーを評価していると報告。

- これらの評価においてポートフォリオの全て
をカバーしているのは、45% (233/556) 
の⾦融機関であった。

⽬標
- 75% (417/556) の⾦融機関が、排出量

に関する⽬標を持っていた。
- 29% (159/556) の⾦融機関が、ポート

フォリオ⽬標を持っていた。

開⽰した⾦融機関の91% (505/556) は、取締役会レベルにおける気候関連課題の監督をしている。



回答状況とスコア結果







⽇本企業の
平均スコア

⾦融サービス
セクターの
平均スコア
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⽇本の⾦融機関のスコア結果

CDP Capital Markets | @CDP

情報開⽰

（D、D-）

• 現状の把握

認識

（C、C-）

• 環境リスクが⾃社に

どのような影響をも

たらすか

マネジメント

（B、B-）

• 環境リスクやその影

響をどのように管理

しているか

リーダーシップ

（A、A-）

• 環境リスクをどのよ

うに解決できるか
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⽇本の⾦融機関のスコア結果

CDP Capital Markets | @CDP

A〜D-のスコアを獲得した⾦融機関の分布

※スコアリング対象外、スコア⾮公表を除く。

⽇本のAリスト
⾦融機関は3つ

A, A-を獲得した13の⾦融
機関のうち92%(12/13)
は2021年も回答

C, D, D-を獲得した23の⾦
融機関のうち87%(20/23)
は2021年回答せず

グローバルでもAリスト⾦融
機関は23で、2021年から連
続でAの獲得は6機関のみ



0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2022 Overall score

ガバナンス

事業戦略・財務計画・シナリオ分析

リスク管理プロセス

⽬標

A A- B B- C C- D D-
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⽇本の⾦融機関のスコア結果

※スコアリング対象外、スコア⾮公表を除く。

⽇本の⾦融機関のカテゴリスコアの分布（配点が⾼いカテゴリ）



ガバナンス
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ガバナンス

CDP Capital Markets | @CDP

取締役会レベルが監督する対象に含まれる割合（⾦融活動別）

銀⾏ アセットマネジャー アセットオーナー 保険会社
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リスク管理











戦略





















指標と⽬標
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ポートフォリオ排出量

加重平均炭素原単位

ポートフォリオの
カーボンフットプリント

炭素原単位

炭素関連資産に対する
エクスポージャー(通貨単位)

炭素関連資産に対する
エクスポージャー(%)

指標の詳細は、「CDP
テクニカルノート – ⾦
融サービスセクター」
を参照。
（企業向け質問書・ガイダ
ンスページにて閲覧可能）

https://cdn.cdp.net/cdp-
production/cms/guidance_docs/pdfs/000/002/4
28/original/CDP_Technical_Note_on_Portfolio_I
mpact_Metrics_for_Financial_Services_Sector_C
ompanies.pdf?1610122108













CDPキャピタルマーケッツの取り組み
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依頼

銀⾏ & 投資家

企業はTCFD（リスク、機会、戦略など）に沿っ
た環境データを提供する。

企業

CDPキャピタルマーケッツ

58

開⽰要請

CDPは、情報開⽰結果、データ、分析を
銀⾏・投資家に還元する。

銀⾏や投資家は、投資判断やエンゲージメントに関して⼗分な情報を求め、
CDP質問書への回答データや分析レポート等を活⽤し、⾏動を促進する。

CDP Capital Markets | @CDP

CDP キャピタルマーケッツ CDP ⾦融サービスセクター向け質問書
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⽇本のCDP署名機関 ※は同時に質問書送付企業

2023年1⽉時点の ⽇本の署名⾦融機関(29機関)
MS&ADインシュアランスグループホールディングス ※ 野村ホールディングス ※
SOMPOホールディングス ※ 富国⽣命投資顧問
住友⽣命 ※ みずほフィナンシャルグループ ※
⼤和証券グループ本社 ※ 三井住友DSアセットマネジメント
東京海上アセットマネジメント 三井住友トラストアセットマネジメント
東京海上ホールディングス ※ 三井住友フィナンシャルグループ ※

⽇興アセットマネジメント 三菱UFJ信託銀⾏

ニッセイアセットマネジメント ※ 三菱UFJフィナンシャルグループ ※
⽇本政策投資銀⾏ 明治安⽥⽣命 ※
農林中央⾦庫 りそなアセットマネジメント
野村アセットマネジメント かんぽ⽣命 ※
ゆうちょ銀⾏ ※ アセットマネジメントOne ※
株式会社⼗六フィナンシャルグループ ※ Hibiki Path Advisors
オリックス株式会社 ※ コモンズ投信
第⼀フロンティア⽣命
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CDP キャピタルマーケッツ

情報開⽰要請

イニシアチ
ブとの協働

エンゲージ
メント⽀援

時価総額が⼤きい上場企業に留ま
らず、債券発⾏体、未上場会社、
⾃治体や公営企業、中⼩企業にも
スコープを広げる

Investor Agenda
やSay on Climate、
GFANZなど⾦融機
関のイニシアチブと
連携

ノンディスクロー
ジャー・キャン
ペーンやSBT協働
エンゲージメント、
フォレスト・⽔セ
キュリティ・移⾏
計画の専⾨家によ
るエンゲージメン
ト⽀援
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ベネフィット①：データセット ※参考情報（2022年11⽉時点）

データセット 概要 カバー企業数 最新バージョン

気候変動
[無料]
2022年の気候変動質問書に回答
した企業のデータ

5000を超える企業
（⽇本企業1000+）

• ガバナンス＆戦略
• リスク＆機会
• 排出のマネジメント
• ターゲット＆シナリオ分析
• セクター別のモジュール

⽔セキュリティ
[無料] 
2022年に⽔の質問書に回答した
企業のデータ

1200を超える企業
（⽇本企業260+）

• ガバナンス＆戦略
• リスク＆機会
• ⽔の排出＆取⽔メトリクス
• 流域レベルのターゲット

フォレスト
[無料]
2022年に森林の質問書に回答し
た企業のデータ

500を超える企業
（⽇本企業80+）

• ガバナンス＆戦略
• リスク＆機会
• コモディティベースのデータ（パーム
油、⼤⾖、⽊材、畜⽜品）

GHG排出データセット
（フルバージョン）

[有料] 
企業(MSCI ACWIおよび⾼排出企
業)のモデル化されたスコープ1、
2、3の排出量データ

8900を超える企業
（⽇本企業1800）
※2022年版

• スコープ1,2,3
• 企業の排出係数
• モデル推計と報告ベースの排出量
• データクオリティはPCAFとアライン

CDP気温上昇スコアデータ
セット

[有料] 
気温上昇スコアと排出量を含む
データ

9000を超える企業
※2021年版

• スコープ毎(スコープ1+2とスコープ
1+2+3)

• 気温上昇スコアと
• 時間軸を含む



CDP気候変動質問書
インデックスのカバー率

62 CDP Capital Markets | @CDP

ヨーロッパ
{STOXX Europe 600 = 84%
{SBF 250 = 57%
{FTSE MIB = 88%
{CDAX = 31%
⽶国
{S&P Latin America 40 = 51%
{S&P TSX 60 = 82%

ベネフィット①：データセット ※参考情報（2022年11⽉時点）
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ベネフィット②：エンゲージメント⽀援

CDP ノン・ディスクロージャー・キャンペーン（Non-Disclosure Campaign）
前年CDPに回答しなかった企業に対し、CDPの質問書への開⽰を、積極的に求める機会を提供しており、
毎年実施。このキャンペーンの⽬的は、CDPの開⽰要求に応えることを奨励することで気候変動、森林
減少、⽔の保全に関する企業の透明性向上を⽬指す
⇒2022年は、260の⾦融機関が賛同署名、1,466社を対象にCDP質問書への回答を求める書簡を送付。

CDP SBT協働エンゲージメント（Science-Based Targets Campaign）
CDPの署名機関が協働で気候問題に取り組むことにより、企業に対し科学に基づく⽬標(SBT)を持つこ
とを加速させるうえで、重要な役割を果たす機会となる。
⇒2022年は、274の⾦融機関が賛同署名、1060の企業にSBTの設定を促進する書簡を送付。

その他、CDPデータを活⽤したKPIの設定、企業や投資家のベストプラクティ
スの紹介を含む、インタラクティブなウェビナーなど不定期で開催。
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CDP ノンディスクロージャー・キャンペーン

⾦融機関による情報開⽰要請を受け
た企業は、そうでない企業に⽐べて
約2.3倍、情報開⽰を⾏うようになっ
た。

2⽉ キャンペーン開始

2-3⽉ リード投資家によるエンゲージメント対象企業の選択

3⽉ 2023年のCDP NDCに参加するには、3⽉27⽇までに⼿
続き

5⽉ エンゲージメントに活⽤可能な書簡・書類・連絡先情報
などをCDP担当者が提供

5-8⽉ エンゲージメントの実施

10⽉ 開⽰期間の終了後、CDP担当者より結果の共有
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CDP SBT協働エンゲージメント

2020年と2021年のキャンペーン
合計で、381社が新たにSBT設定
のコミットメントまたはSBT設定
を実施した。

CDP質問書に回答した企業の96%が、⾦
融機関からの働きかけがSBTi参加の意思
決定に影響したと回答。

5⽉〜6⽉
⾦融機関による署名

10⽉
対象企業CEOへの書簡送付
メディアリリース
前年のレポート発表
エンゲージメント開始→継続的な対話
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規制は必要最低限である
規制は調和させるためのハンマーであり、絶⼤なインパ
クトを持ちますが、変化する世界では、最低限の役割し
か果たせません。

分断化された規制
.それぞれの規制で分断されて

いる部分もあ流ものの、既存
の基準を超えた調和を⽬指し、
作業が進⽬られています。

統合された情報開⽰に向けて
CDPの情報開⽰プラットフォームは、グローバルな枠組みや新た
に導⼊される規制による開⽰勧告と整合させるよう、継続的に取
り組んでいます。

⾦融セクターが、気候・⾃然関連情報開⽰の必要性をより加速させる

ベネフィット③：イニシアチブとの協働



コミットメン
ト

測定 & シナリ
オ分析

⽬標 ⾏動 開⽰

さまざまなイニシアチブが、1.5度⽬標に向けた⾦融機関の活動を⽀える

Measurement

Scenario analysis
PAII target setting protocol

Target setting protocol

ベネフィット③：イニシアチブとの協働

ネット・ゼロ・アセット・マネジャーズ・イニシアチブ(NZAM)
のメンバーは、最初の⽬標開⽰から12ヶ⽉以内に、⽬標に対する
進捗を毎年報告しなければならない。



拡⼤するCDPデータの活⽤事例
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ESGのエコシステムを⽀えるCDP

個別企業のお取り組み紹介となりますため、
⼀般公開は控えさせていただきます。

海外では、CDPのデータ・スコアを活⽤したインデックスやファンド、
⽇本国内では、CDPスコアをKPIに設定した

サステナビリティリンク型⾦融商品など、活⽤が広がっております。



CDP2023に向けた話題提供
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オンライン回答システ
ム (ORS) は4⽉17⽇
の週に開設される予定
です。

71

March

スコアリング
基準の公開

スコアリング
対象提出期限
7⽉26⽇

February MayApril JulyJune

開⽰要請の送付

January

質問書と
回答ガイダンスの公開

CDP2023 タイムライン（予定）
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CDP2023 気候変動質問書 ポイント
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ガバナンスやエンゲージメント

移⾏に関する指標やサステナブルタクソノミー

⽬標

排出量の開⽰と内訳

カーボンプライシング

化⽯燃料の採掘と増産

以下に関する開⽰がより強化されます

改訂や新たな質問は、CDPのミッションに向けた戦略的な優先事項を促すものです



CDP2023 質問書 ポイント（例：気候変動・⽔）
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サステナブルファイナンスのタクソノミーに基づき、
対象・適合する活動に関する⽀出／収益を定量化

⼦会社のデータを含めているか

化⽯燃料の増産活動ごとに、報告年度のCAPEXと
今後5年間に計画されているCAPEXを分けて開⽰

気候変動

⽔

グリーン・タクソノミー

温室効果ガスの内訳

新規の油⽥・ガス⽥の開拓
(IEA)

硝酸塩、リン酸塩、農薬、その他の有害物質の⽔へ
の直接排出量

販売・使⽤したプラスチック包装の総重量と原材料プラスチック

⽣物多様性 (SFDR PAI) ⽣物多様性の影響を受けやすい地域またはその近隣
での報告対象年度における活動

⽔汚染 (SFDR PAI)



CDP2023 気候変動質問書の変更点

{ 79% は変更なしまたは軽微な変更

{ 1つの設問が削除

{ 7つの新たな設問が追加
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Changes by module

0% 20% 40% 60% 80% 100%

C0 Introduction
C1 Governance

C2 Risks and …
C3 Business strategy

C4 Targets and …
C5 Emissions …

C6 Emissions data
C7 Emissions …

C8 Energy
C9 Additional metrics

C10 Verification
C11 Carbon pricing

C12 Engagement
C15 Biodiversity

C16 Signoff

Minor change

Modified 
question

New question

No change



CDP2023 ⾦融サービスセクター向け質問書 ポイント
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改訂や新たな質問は、CDPのミッションに向けた戦略的な優先事項を促すものです

GFANZメンバーは、GFANZのコミットメントやICAPs（投資家気候⾏動計
画）とのアラインメントを測定する

ポートフォリオにおける⽔関連のリスクや機会、およびポートフォリオが⽔
セキュリティに与える潜在的な影響について、定量的な指標を使⽤する

森林減少がなく、⽔へのアクセスが保たれる融資、投資、保険に関する⽬標
を設定する

ポートフォリオ企業による持続可能性に関する⽬標へのランドスケープ・管
轄区域アプローチの活⽤をモニタリングする



4つの新たな質問 14つの修正された質問 1つの削除された質問 2つの質問で回答ガイダ
ンスの修正

{C-FS14.1c – requests	portfolio	
emissions	data	for	previous	
reporting	years

{FW-FS3.3 – asks	if	you	have	
any	targets	for	deforestation	
free	and/or	water	secure	
lending,	investing,	or	insuring

{FW-FS3.3a – asks	for	details	of	
targets	for	deforestation	free	
and/or	water	secure	lending,	
investing,	or	insuring

{FW-FS5.3 – asks	for	data	on	
compliance	with	forests	and	or	
water	related	requirements

{C-FS3.6
{C-FS3.6a
{C-FS3.8a
{C-FS4.1d
{C-FS14.0
{C-FS14.3
{FW-FS1.1a
{FW-FS1.1b
{FW-FS1.2
{FW-FS2.1a
{FW-FS2.2a
{FW-FS3.5a
{FW-FS4.4
{FW-FS6.1

{FW-FS5.2b (2022)	–
on whether	the	financing	
and/or	insurance	of	companies	
operating	in	forests	risk	
commodity	supply	chains	is	
extended	to	clients/investees	
that	meet	your	policy	
expectations	on	how	to	
manage	their	impact	on	forests

FW-FS2.4 – clarification	that	
explanations	for	why	
your organization	has	not	
identified	any substantive	
opportunities	need	to	be	
company-specific

C-FS12.1c – has	additional	
guidance	that	the	description	
of	the	impact	of	engagement	
needs	to	be	company-specific

CDP2023 ⾦融サービスセクター向け質問書
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CDPの⾦融サービスセクター向け質問書は、

グローバルな環境情報開⽰の要求に整合するかたちで、

毎年、発展し続けています。

CDPが提供するデータセットやインサイトを、

投融資の判断やサステナブルな⾦融商品の組成、

⾃⾝のサステナビリティ活動の指標や⽬標設定に関連した

ベンチマークに活⽤することができます。

ぜひ、CDPとともに、

ネットゼロでネイチャーポジティブな世界を⽬指しましょう。
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CDP事務局
japan@cdp.net

キャピタルマーケッツ関連のお問い合わせ
capitalmarkets.japan@cdp.net

03-6225-2232
東京都千代⽥区⼤⼿町2-2-1 新⼤⼿町ビル3F xLINK ⼤⼿町オフィス
https://www.cdp.net/ja/japan


